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試験に関する Ricci v. DeStefano判決を検討する。
１【事実の概要】
2003 年 11 月から 12 月にかけて、コネチカット州 New Haven市の消防局
は、消防司令および消防司令補の空席を補充するため、昇進試験を実施し、






3 異なる効果型差別の禁止と平等保護条項の抵触をめぐる下級裁判例（以上 34 巻１号）








の内訳は筆記が 60 ％、口述が 40 ％と定められていた。また、市の憲章
（Charter）により、任命権者は、順位表の上位３名の中から任命を行うとい
う、いわゆる「３のルール」（rule of three）が実施されていた。










消防司令補への昇進試験には 77 名が受験した。その内訳は白人が 43 名、



































































































































































推定される prima facie caseが成立していることは事実である。消防司令の試験
においては、白人の合格率が 64 ％であったのに対し、黒人およびヒスパニッ
クはそれぞれ 37.5 ％に過ぎなかった。消防司令補の試験では、白人の合格率
が 58.1 ％であったのに対し、黒人は 31.6 ％であり、ヒスパニックは 20％であ
った。マイノリティの合格率は白人の半分程度（約 50 ％）であり、EEOCが
差別的な効果の目安として設定している 80％の基準を下回っている（64）。
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